
I．は じ め に

地域振興とツーリズムとの関わりにおいて、ツーリズ

ムが地域振興に及ぼす効果については、地域に関わる側

面、ツーリズムとしての特性、あり方に関わる側面の 2

側面の関係を基に検討することが必要である1）。この 2

側面に及ぼす効果を個別に見れば、地域に関わる側面に

関しては、ツーリズムがもたらす経済効果、地域住民の

生活、地域社会に及ぼす社会的効果、環境保全・保護へ

の効果、地域づくり活動への効果、また、ツーリズムと

しての特性、あり方に関わる側面については、ツーリス

ト、事業者、推進主体、事業・推進に関連する各主体に

及ぼす効果等が挙げられる。

これらは、相互に関係しながら地域振興に効果を及ぼ

すが、その相互関係において、効果の具体的内容、程度

を規定する上で重要な役割を果たす機能、主体が存在す

る。例えば、視点自体に着目すれば、地域とツーリズム

との間においては、地域振興に対して有効なツーリズム

の特性を規定するマネジメント（Wight, P．（1998））が重

要な役割を担い、また、環境への効果に着目する場合に

は、地域へのインパクトを最小化し、自然環境、文化・

社会的環境への悪影響を排除するための環境管理、資源

管理によって効果がもたらされる。他方、ツーリズム推

進に着目すれば、推進主体・体制・方法の構築が、地域

内外に関わりをもつ主体形成、地域資源の活用、ツーリ

ズム推進の具体的手法、推進のための組織づくりといっ

た面で重要になると考えられる。

地域振興策としてのツーリズムに関しては、地域振興

の目標のもとに、こうした相互関係における各機能、主

体、それらがもたらす効果を具体化し、それを基に地域

振興策の体系の中に位置づける必要がある。この場合、

地域振興の目標、地域振興策の具体的内容、その中での

ツーリズムの関わり方、具体的な推進方法、推進主体・

体制のあり方等に関して、各々に関わる機能、主体及び

その相互関係を、地域特性を基に統合することによって

計画として具体化し、地域において望ましいツーリズム

を実現していくことが不可欠である。

以上をふまえ、本稿では、地域振興の推進において、

そうした統合的な役割（Getz, D．（1986））を要請され、

地域振興に及ぼす効果を組み込んだツーリズム計画に関

わる視点2）に基づき、地域振興におけるツーリズムの特

性、課題について検討を行うことを目的とする。

そのため、以下では、既往研究における論点をふまえ

つつ、まず、理念、目標段階の議論として持続可能性と

の関連について言及する。次いで、より具体的な段階に

関して、ツーリズム計画に関する考え方、具体的内容に

関わる課題を取り上げ、環境との相互関係、地域振興の

推進を視点として、持続可能性と関連させつつ検討を行

う。さらに、これをふまえ、三重県宮川流域、多紀郡宮

川村を事例として、地域振興に関わる計画、その中での

ツーリズムの位置づけ、内容を把握するとともに、地域

振興への実際の取り組み、それとツーリズムとの関わ

り、地域振興を推進していくための課題に関して検討を

行う。

II．持続可能性との関連

1．持続可能性に関わる論点及び課題

ツーリズムにおける持続可能性については、地域開

発、地域政策、環境保全、自然環境保護等広範な領域に

関わると同時に、異なった地理的スケールでの議論が必

要であるが、地域振興に及ぼす効果に着目する本稿の視

点に限定して見ると、次の 2つの論点に大別してとら
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えることができると考えられる。

第一は、開発理念としての持続可能性とツーリズムと

の関連でとらえる場合であり、グローバル・スケールの

開発理念との直接の関わり、各国、あるいは、各地域に

おける開発理念・目標の中でのツーリズム自体の発展方

向、さらには、個別のツーリズム推進における目的、具

体的内容、方法といった側面において、持続可能性の概

念の明確化、国家政策、地域政策におけるツーリズムの

位置づけ、ツーリズム推進における持続可能性の先導

性、ツーリズムにおける持続可能性の具体的内容等が論

点となる。

第二は、持続可能なツーリズムという概念でとらえる

場合であり3）、持続可能性の理念、考え方のもとでのツ

ーリズムの特性、ツーリズムにおいて持続可能性を具現

化する要素、指標の具体化及び設定、評価尺度の明確

化、個別のツーリズム推進がもたらす効果、それに対す

る評価等が論点となる4）。

こうした論点を基に、地域振興においては、現実の地

域における持続可能なツーリズム推進、それが地域に及

ぼすインパクト、それに対する評価、推進がもたらす問

題の解決といった具体的段階の議論に繋げていく必要が

ある。

この点に関して、持続可能性をひとつの尺度5）とみな

し、その強弱を基に開発、環境保全・保護の程度を表わ

すことによって、地域特性に応じて異なった持続可能な

ツーリズムの特性をとらえる考え方がある。例えば、

Hunter, C．（1997）は、持続可能なツーリズムを、複数

の異なった発展経路を状況に応じて認める包括的なパラ

ダイムとし、デスティネーションにおける人間と環境の

システムを組み込んだ観点を基に、①ツーリズムの育

成、発展を指向し、ツーリスト、事業者のニーズ、願望

を満たす、②新しいツーリズム商品を開発し、既存の商

品を維持して、ツーリズム部門の成長が可能な限り達成

される、③高質の自然環境及び（または）文化的体験に

特に大きく依存するタイプのツーリズムを促進する、④

ツーリズムが生態学的な観点から積極的、継続的に抑制

される状況がある、の 4つの持続可能性の程度に応じ

たアプローチを提示する6）。

他方、持続可能性を理念としてとらえ、ツーリズムに

おけるその実現の程度によって、持続可能なツーリズム

による持続可能な開発の実現の程度をとらえる考え方が

ある。例えば、Sharpley, R．（2000）は、持続可能なツ

ーリズム、持続可能な開発に関する理論的な検討を基に

（持続可能な開発のモデルについては、第 1表参照）、

持続可能なツーリズムは、論理的には持続可能な開発の

理念を反映するべきであるにもかかわらず、両者の間に

は大きな乖離があるとし、特に、持続可能なツーリズム

は、全体論的、公平で将来指向の戦略として見られるも

のの、主として内的で、商品を中心とする観点をもつこ

と、また、環境の持続可能性を目標に含むが、持続可能

な開発における開発という側面と整合しないと考えられ

ること、を指摘する。

さらに、地域政策との関連で、①機能低下をもたらす

空間の消費に対し、従来の土地利用計画では十分制御で

きていないこと、②そのため、効率的な空間の組織化、

環境評価を行う空間計画が重要な意味をもつこと、③グ

ローバル化を前提とした地域政策をするうえで鍵となる

のが、持続可能性という評価軸であること、という指摘

（秋山（1999））をふまえると、地域振興において、ツー

リズムにおける持続可能性との関連については、理念、

目標に関して、次の 3点が重要と考えられる。

第 1表 持続可能な開発のモデル：理念・目標

基本理念 全体論的アプローチ：グローバル社会の中に統合
された開発及び環境問題

将来指向：グローバルな生態系の持続のための長
期的な能力が中心

公平性：公平かつ公正で、現在及び将来における
あらゆる社会のすべての人々に対し、資源へのア
クセス、資源利用の機会を提供する開発

開発目標 すべての人々に対する生活の質の改善：教育、生
活の期待、ポテンシャルを実現する機会

基礎的ニーズの充足：所得ではなく、提供される
ものの性格が中心

自立：政治的自由、地元のニーズに対する地元の
意思決定

内発的発展

持続可能
性の目標

持続可能な人口規模

再生不可能な自然資源の最小の損耗

再生可能な資源の持続可能な利用

同化可能な環境容量内での汚染物質の排出

持続可能
な開発の
条件

持続可能な生活に関する新しい社会的パラダイム
の採用

公平な開発、資源利用に向けられる国際的、国内
的政治、経済システム

環境問題の新たな解決を継続的に追求できる技術
システム

地域、国、国際レベルで統合された開発政策を促
すグローバルな協力

資料：Sharpley, R．（2000）p. 8を基に作成。
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第一に、地域全体の開発理念、目標おける持続可能性

の内容を具体化する場合、グローバル・スケールの共通

性を視野に入れた尺度、指標に基づく持続可能性、ある

いは（及び）、持続可能性の多元性を基に、地域特性に

応じて異なった発展方向、地域振興の目標を視野に入れ

たとらえ方を具体化し、明確にすること7）、第二に、そ

れをツーリズム推進における企画、構想、計画、実施と

いった各段階に反映させていく手法、プロセスを明確に

すること、第三に、ツーリズム推進によるインパクトを

把握し、それに対する評価を行うための客観的な方法に

ついて、地域を構成する主体、ツーリズムの推進主体、

各々に関連する主体が理解し、実行可能であること、等

が重要な課題となる。さらに、こうした課題に対して、

開発理念としての持続可能性とツーリズムとの関連、持

続可能なツーリズムという概念としてのとらえ方といっ

た基本的な論点と常に関係させながら、議論を深化させ

ていくことが必要と考えられる。

2．計画への展開

理念、目標段階の議論を計画段階へと展開していくた

めには、地域振興と関連させながら、ツーリズムを構成

する機能、活動の具体化を進めると同時に、持続可能性

の考え方、とらえ方をそれらに組み込んでいく必要があ

る。この場合、第一に、ツーリズムを構成する機能、活

動について、計画策定に至る段階を設定して、具体化の

レベルに応じて検討する視点、第二に、機能、活動間の

相互関係を基に、そこにおいて重要となる局面を設定し

て、それを中心に具体化を図る視点、を設定することが

可能である。

本稿においては、地域振興に及ぼす効果に着目するこ

とをふまえると、機能、活動間において効果を最大化す

るための相互関係を重視する必要があり、そうした相互

関係を基に、上記 2つの視点を計画段階への展開に有

効性をもつように組み合わせていかなければならない。

そのため、ツーリズムを担う主体の実際の活動や技術

的側面を含めた相互関係を明確にする必要があるが、そ

の際、相互関係において重要となる要素を、持続可能性

の考え方に基づいて具体化するとともに、相互関係を客

観的に把握し、持続可能性を実現するための広義の情報

を取得、充実させる方法を明確にする必要がある。

こうした相互関係8）を対象として重視するとらえ方に

ついて、Buckley, R．（1996、1999）は、持続可能なツ

ーリズムがもつ生態学的、経済的持続可能性とのリンク

を、ツーリズムが関わる環境、資源、機能、活動が相互

に影響を与える関係として提示するとともに（第 1

図）、ツーリズムの持続可能性を改善するためには多く

の情報が必要であるが、①生態系のタイプ、ツーリズム

活動のタイプ、強度に関わる、自然環境へのインパクト

の定量化、②インパクトをコスト面で最も効率的に最小

化するための設備、施設、マネジメント手法、において

そうした情報が最も大きく欠けているとする9）。

他方、より包括的に、地域特性、地域が関わる条件の

多様性をふまえたとらえ方として、①持続可能なツーリ

ズムは、ツーリズムによるインパクトのマネジメントが

第 1図 持続可能なツーリズム：主なリンク

受容可能な変化の限界 生態学的持続可能性

産業、あるいは、政府によるモニタリングの
状態

自然環境の状態 マーケティング：自然環境のアトラクショ
ンとしての側面

自然環境への影響

保護地域、自然資源の
ための土地管理者

保護地域、自然資源の
規制

ツーリズム産業
環境管理

企業構造、設備、技
法、事業実施、教育プ
ログラム

自然に基礎を置くアト
ラクション、あるい
は、環境に関わる事業
としてのパフォーマン
スによる顧客の満足

環境、あるいは、自然
のアトラクションに関
心、興味のあるクライ
アント

継続的な利潤、ステー
クホルダーへの収益、
再投資

経済的持続可能性

資料：Buckley, R．（1996）p. 926，（1999）p. 25を基に作成。
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市場経済に優先するという価値指向性を表わす（ただ

し、両者間の緊張は存在する）、②持続可能なツーリズ

ム開発の実施は、スケール及びコンテクストに特定され

た尺度を必要とする、③持続可能なツーリズムの問題

は、グローバルな経済的リストラクチャリングによって

形成されるとともに、先進国、発展途上国では基本的に

異なる、④コミュニティ・スケールでは、持続可能なツ

ーリズムは地域における資源管理を必要とする、⑤持続

可能なツーリズム開発は、忍耐、精励、長期的な参画を

必要とする、という見解がある（Hall, C. M. and Lew, A.

A．（1998））。

さらに、具体的な計画段階への目的指向性を考慮した

とらえ方として、Owen, R. E., Witt, S. F. and Gam-

mon, S．（1993）は、持続可能なツーリズム開発は、①

ツーリズムは、ビジターに対してばかりでなく、ホスト

・コミュニティに対して実質的な便益をもたらす有力な

経済活動である。しかし、ツーリズムは万能薬ではな

く、バランスのとれた経済の一部を形成する必要があ

る、②自然・文化環境は、固有の価値をもち、ツーリズ

ムの資源としての価値よりも重要である。将来の世代が

それを享受し、長期的に存続することが、短期的な観点

から損われるべきではない、③ツーリズム開発の規模、

速度は、地域特性を尊重するべきである。資金に対する

価値、高質のツーリズム経験が提供されるべきである、

④コミュニティ全体に対する最適で長期的な経済的便益

の目標が達成されるべきであり、ごく少数に対する短期

的、投機的な利益ではない、⑤ツーリズム開発は、地域

住民のニーズ、願望に敏感であるべきである。意思決定

への地元の参画、地域住民の雇用を提供するべきであ

る、といった考え方を含むことを示している。

こうしたことは、持続可能なツーリズム開発に関し

て、地域、コミュニティ全体に与える長期的な経済的、

社会的インパクト、環境への価値認識に対する評価、地

域特性、地域住民のニーズ、参画の主体性等を重視する

点で、計画段階の基盤として不可欠であるが、これらを

実現するためには、計画、実施の内容、方法ばかりでな

く、より具体的に、計画を立案する際の主体の関わり

方、実施を各分野にわたって強化・充実させていくため

の方法、実施に伴って生じるインパクトの管理等を検討

する必要がある。

これに関連して、持続可能なツーリズム開発は、個々

のミクロ・レベル（個々のプロジェクト・レベル）のツ

ーリズム開発では実現できるとしても、マクロ・レベル

の開発では困難であり、管理、計画が不可能であるとい

う問題に対し、例えば、①持続可能なツーリズム開発に

おいて、強いパートナーシップ及び適切な実践が必要で

あること、②パートナーシップについては、動的で長期

的な性格をもつ効果的なパートナーシップが必要であ

り、ツーリズム産業において、プロジェクトの初期段階

では、公的部門が重要な役割を担うこと、③それが民間

部門からの投資を誘発し得ること、④コミュニティの参

画がプロジェクトの開発以前及び開発中に進められるこ

と、また、適切な実践については、様々な開発形態に関

連する環境、社会・文化的問題を解決するための仕組

み、例えば、開発の企画・管理、交通計画・マネジメン

ト、アクセスの提供・マネジメント、ソフト・テクノロ

ジー、資源管理・維持、コンサルテーション、情報サー

ビス、が必要である（Owen, R. E., Witt, S. F. and Gam-

mon, S．（1993））。

以上のことから、ツーリズムにおける持続可能性は、

地域における開発理念及び目標に直接関わるレベルにお

いて、地域政策、地域開発の方向性と相互関係をもち、

その中で地域振興に及ぼす効果をふまえつつ、ツーリズ

ムの方向性、目標として具体化されると考えることがで

きる。この場合、経済的、社会的、文化的諸側面（価値

認識、理念、あるいは、地域政策、地域振興策における

方向性・目標設定等）に関する考え方を基に、ツーリズ

ムと環境によって形成される相互関係を、理念、目標段

階から計画、推進、実施への諸段階ごとに明確にすると

ともに、制度的、技術的課題に対応し、問題点を解決し

ていくことが重要である。

そのためには、ツーリズムと環境が総体として形成す

る相互作用の体系を明確にし、それを地域における広範

な社会経済的、文化的条件の時間的な変化の中でとらえ

ると同時に、特定の理念、目標のもとでのツーリズム推

進、実施への諸段階に応じたシステムとして明確にし、

具体化する必要がある。これにより、ツーリズムがもた

らすインパクトの把握、それに対する評価、その中での

地域振興に及ぼす効果の位置づけ、内容が持続可能性と

関連したかたちで具体化され、政策、事業、個別プロジ

ェクトへの適用可能性を高めることに繋がり、それが地

域振興策の一環としてのツーリズム推進、実際の地域づ

くりのための活動に対して有効性をもつと考えられる。

III．ツーリズム計画に関する課題

ツーリズム計画においては、これまで検討してきたツ

ーリズムと持続可能性との関連、ツーリズムと地域がも
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つ諸条件、環境との相互関係について、重要な要素を中

心として計画に向けて統合することにより、計画におい

て地域、ツーリズム両面に関して地域振興に及ぼす効果

を最大化するための考え方、方法を明確にする必要があ

る。

そのためには、ツーリズム計画において、地域振興に

及ぼす効果を内包しつつ、環境との相互関係を重視する

視点、地域振興の推進に関わる視点各々に基づく計画、

戦略の特徴、課題を検討することが重要であると考えら

れる。

1．環境との相互関係を重視する視点

上記課題に対し、従来のツーリズム計画における問題

点、課題をふまえる必要があるが、本稿の視点を基にす

ると、ツーリズム計画における環境との相互関係につい

てのとらえ方、そうした相互関係を計画の中に位置づ

け、具体化するための考え方、方法、計画実現に伴う課

題を明確にすることが不可欠である。

こうした点について、Dowling, R．（1993）は、環境

計画、ツーリズム計画、環境－ツーリズム計画に関する

レビュー、検討を行った結果、①これまでの地域ツーリ

ズム計画は、もっぱら経済開発に焦点があった、②環境

及び社会的側面を含むツーリズム計画の必要性に対する

認識が高まっている、③自然地域におけるツーリズム計

画は、影響を受けやすい地域を保護する一方、ツーリズ

ムのポテンシャルを明らかにする環境面のアプローチに

基礎を置く必要がある。こうしたアプローチは、持続可

能性の考え方の中に位置づけられる、④環境及び生態学

的な計画手法は、ツーリズム計画のフレームワークの中

で、保護、保全のために、環境の特性を評価する方法を

提供する、⑤適正収容力（受容限度）（carrying capac-

ity）の考え方は、本質的に定量化が困難である。環境

－ツーリズム利用に対する ROS（the Recreation Op-

portunity Spectrum）、LAC（the Limits of Acceptable

Change）アプローチは、国立公園のような単一主体の

管理下にある個別地域により適している、⑥環境－ツー

リズム計画アプローチは、コミュニティ、ツーリストの

考え方を見出し、組み込むことによって、社会的価値を

包含する必要がある、⑦自然地域におけるツーリズム計

画は、反復的、戦略的計画アプローチに基づく、継続す

るプロセスの一部をなすべきである、⑧地域計画は、環

境保護、ツーリズム開発戦略を達成するために最適な手

法を提供する、⑨環境－ツーリズムを両立させる手法

は、土地利用計画、クラスタリング、ゾーニング、ルー

ト計画、エコツーリズムを通じて得られる、⑩自然地域

へのエコツーリズム計画のフレームワークを確立する必

要があるが、そこでは、持続可能な開発の考え方に基づ

き、環境保護及び保全に基礎を置き、コミュニティ及び

ツーリストの価値を組み込む、の 10点を指摘してい

る。

これをふまえると、ツーリズム計画が、地域振興に及

ぼす効果と同時に、環境保全、あるいは、自然環境保護

に直接寄与する機能、活動を組み込んだ計画にすること

が重要な課題となり、そのための機能間、活動間の相互

関係を地域特性に応じて明確にすることがきわめて重要

となる。他方、対象となる地域については、ツーリズム

活動にとどまらず、ツーリズムがインパクトを与える広

範な活動との関係を含め、環境に基礎を置きつつ、ツー

リズムが行われる個別地域の特性に適合した多様な活動

のあり方を具体化する必要があると考えられる。

これに関しては、ツーリズムと環境との適切な統合を

可能にするモデルとして、EBT（the Environmentally

Based Tourism Development Planning Model）が提

示され、そのフレームワークでは、目標、調査・アセス

メント、評価、総合化、提案の 5つの段階を設定し、

調査・アセスメントの対象を環境の特性、ツーリズム資

源に二分した上で、それを基に資源価値を評価し、重要

な特徴を抽出する、そこから、①環境とツーリズム資源

とのマトリックスによる評価に基づく重点地域、②環境

へのインパクト、レクリエーション面での両立可能性の

マトリックスによる評価に基づく両立可能な活動、を抽

出し、適切な戦略・管理を明確にする、それらを総合化

して、ゾーン（自然保護区、自然環境保全、アウトドア

・レクリエーション、ツーリズム開発）に区分し、ゾー

ニング計画、計画の実施へ繋ぎ、その結果を目標の設定

にフィードバックさせるという一連のプロセスとしてと

らえている（Dowling, R．（1993））。

こうしたモデルを念頭に置くと、環境を重視するツー

リズム開発を目的とする計画においては、計画のプロセ

ス、手法等に関して次の 2つの課題を検討することが

必要である。

第一は、ツーリズムと環境との相互関係とモデルとの

関わり方自体についての課題であり、制度的、技術的側

面については、例えば、環境を重視するツーリズム開発

に関連する土地利用、環境管理等の諸計画との整合性、

あるいは、計画立案、推進主体の組織化、コンセンサス

に至るプロセスの設定等がある。また、地域における具

体的な活動の側面については、例えば、①計画のスケー
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ルに最適な、環境、生態系及びそれに対するインパクト

に関するモニタリング、評価方法、②資源価値を対象と

する段階での評価方法、それへの主体の関わり方、③保

護、保全、開発といった活動を具体化し、評価する際の

尺度、指標の設定、④ゾーニングに繋ぐ段階で、ツーリ

ズムが関わる各ゾーンの地域特性との整合性を明確化す

る方法、等がある。

第二は、計画の諸段階において地域振興に及ぼす効果

を組み込んでいくことに関わる課題である。これについ

ては、先述した EBT において、エコツーリズムを環境

－ツーリズムの両立を図るための手法として含むことが

示されているが、エコツーリズムは、ツーリズムとして

の理念・目標、具体的な活動、推進体制・方法等の異な

った局面で、地域振興、地域づくりとの関わりが生じ、

環境保全、自然環境保護に関わる地域づくり活動（森

（2001））、ツーリズム・マネジメントを重視した地域振

興策において有効性をもつこと（森（2002））をふまえる

と、環境との相互関係を組み込みこんだツーリズム（例

えば、環境保全、自然環境保護への目的指向性が強いエ

コツーリズム）を柱として、その推進における地域振興

との関わりを具体化し、地域振興に及ぼす効果を最大化

する方法を明確にすることが有効と言える。

以上のことから、環境との相互関係を重視する包括的

な視点を基に、次の 3つの点を重視して、計画の方向

づけ、プロセス、推進、実施のための方法を検討するこ

とが重要と考えられる。

第一は、ツーリズム計画において、ツーリズムと環境

との相互関係、地域へのインパクトを包括的に扱うこと

が、ツーリズムの内容、推進体制・方法を規定していく

と同時に、環境管理、資源管理を通じて地域へのインパ

クトを制御し、さらにそれがツーリズム・マネジメント

を通じてツーリズムにフィードバック可能な仕組みを有

すること、第二は、ツーリズムを構成する機能、活動を

地域が関わる生態系の中で明確にとらえ、環境保全、自

然環境保護を長期的に維持していくことを、ツーリズム

対象としての資源保護との相乗的な効果を伴いつつ進め

ることが可能な計画内容であること、第三は、地域振興

策としての有効性との関連で、ツーリズム計画の性格に

ついて、開発指向、環境指向との間における位置づけを

明確にすることが可能であり、多様な地域特性に対応

し、より実践的段階における有効性の幅を広げるポテン

シャルをもつこと、である。さらに、これらは、地域

（開発）計画、環境（管理）計画との境界領域に位置す

る問題に関わっており、地域振興に及ぼす効果という視

点を基にすると、既存の方法、制度を越えた問題点を解

決する必要性が生じる可能性が大きく、それに対する方

策がツーリズム計画を実現していく際の重要な課題にな

ると考えられる。

2．地域振興の推進に関わる視点

地域振興を実際に推進する段階では、ツーリズム計画

及び地域振興策の策定プロセスにおける連携、計画、振

興策の具体化に関わる主体間の関係、実施段階における

推進主体・体制の形成、確立等の点で、ツーリズム計画

の推進が、計画の実現を通して地域振興策としての効果

を相乗的に高めていく方法を明確にする必要がある。こ

の場合、ツーリズム計画のメニューが地域振興策として

の効果を有し、それをさらに高めていくようなかたちで

両者が連動することが求められるが、策定プロセス自体

が、効果的な推進主体・体制を実現し、意思決定、合意

形成における合理性、柔軟性を高めていくことに直接関

わる点まで視野に入れる必要があると考えられる。

Getz, D. and Jamal, T. B．（1994）は、持続可能性を

実現するために、ツーリズム計画及び開発を、コミュニ

ティ、産業、環境における利害に関わる数多くのステー

クホルダーが、共通の目標に向かって共に努力すること

が可能な政治的プロセスとして再概念化することが重要

であり、体系的、統合的、戦略的な計画は、コラボレー

ションのフレームワークに基づき、ツーリズムにおける

ビジョン、目標の設定、マネジメントにおける基礎とな

り得る、としている10）。こうした点は、地域振興策の

策定から実施に至るプロセス全体において有効性をもつ

と考えられ、意思決定への各主体の参画の仕方、意思決

定の具体的方法等を含めた課題を具体化していくことが

重要である。

また、ツーリズム活動と地域振興の内容との整合性

は、計画の具体化、メニューの実施段階において、活動

がもたらすインパクトの評価、それに対する対応を、地

域振興の視点から見直すことに繋がる点から重視する必

要がある。

ツーリズム、レクリエーションのインパクトを最小化

するためには、特定の活動を促進する、あるいは、縮小

するための計画、インセンティブ、規制、また、ビジタ

ーの影響を大きく受ける地域の自然面の強化、当該地域

及び他の地域における教育の組み合わせが必要であり、

インセンティブの問題は、ツーリスト開発に関する多く

の提案の中で特に関心を集めること（Buckley, R. and

Pannel, J．（1990））を考慮すると、計画されたツーリズ
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ム活動に対し、その実施に伴う影響をモニタリングする

ことにより、地域振興の視点から、活動推進のための方

策、あるいは、活動に対する規制の程度を明確にして、

それを計画の実施に活かすことができる方法を構築する

ことが重要となる。

その際、推進、あるいは、規制の程度に関する尺度、

指標を、ツーリズム及び地域振興推進の理念・目標から

実施に至るプロセスに再度関連づけ、開発と環境保全・

保護との間における指向性のバランス、環境へのインパ

クトに対する評価、それへの対応の具体化の程度、客観

化の精度を高めることにより、地域振興におけるツーリ

ズム計画を一層有効かつ実現可能にすることになると考

えられる。

さらに、ツーリズム計画は、その対象、実現のための

方法において、より広範な地域計画の一環としての役割

をもつことが不可欠である。この点をふまえると、ツー

リズム計画の企画・立案、実施に至る意思決定のプロセ

スを、地域計画全体の体系の中に位置づけ、統合してい

くことが重要であり、その際にはより一般化、公式化さ

れた地域計画の中で地域振興との関係がとらえられるこ

とになる。この場合、地域振興が環境との相互関係を含

めて、地域計画において策定から実施に至る諸段階にお

いてシステム化され、統合されることが不可欠な条件と

なるが、ツーリズムが地域振興の推進を組み込んだ地域

計画の中に、理念・目標、メニュー、推進体制・方法と

いった局面ごとに位置づけられ、インパクト、それへの

対応、地域に及ぼす効果について評価されることによっ

て、その結果を地域振興に活かしていくことが必要とな

る。

以上で示された一般化、公式化された地域計画との関

連については、Faulkner, B. and Tisdeswell, C．

（1997）が、①持続可能なツーリズムの実現は、ツーリ

ズムの社会的、コミュニティ面のインパクトに敏感であ

るだけではなく、ツーリズムがもたらす便益を強調する

効果的な戦略を組み込む計画及びマネジメント体制の確

立に依存する、②こうしたアプローチの条件は、同一の

デスティネーションにおける異なった時点及び異なった

デスティネーション間で行う、ツーリズムに対する地域

住民の対応に関する継続的なモニタリングシステムの確

立である、③こうした条件に合致するモニタリング・シ

ステムの確立は、異なったデスティネーションの比較研

究を促す、一般的なフレームワークに依存する、とし、

また、Murphy, P. E．（1983）が、①環境に対する産業

側の態度は、魅力的な景観、アメニティが維持、あるい

は、形成される場合、経済開発から擁護へと進展する必

要がある、②ツーリズムにおけるコミュニティとシステ

ムとしての側面を強調することによって、主なデスティ

ネーションであるか否かにかかわらず、活動があらゆる

コミュニティの社会、経済、環境の側面に組み込まれ

る、③こうした状況のもとで、ツーリズムをあらゆるコ

ミュニティの一般的な計画手法の中に統合することがで

きる、とする指摘、さらに、村上（1994）が、伝統的な

計画手法の問題点に対し、企業や住民が計画に主体的に

関与し長期的な効果の獲得可能性を開く計画づくりの方

式である実践型計画づくりは、地域、企業による持続的

な効果の享受、観光地の再開発に有効であるとする指摘

をふまえると、地域振興の目標が多面性をもち、それを

実現するための対象、方法が時間的、空間的に可変性を

もつことに対して、ツーリズム及び地域振興に関わる計

画、その実現のための方策について、一般化、公式化さ

れた側面と同時に、自然環境、社会経済的環境の変化に

対して適合可能性の高いシステムを、地域特性に応じた

かたちで構築していくことが不可欠な課題と考えられ

る。

IV．地域振興に関わる計画、
取り組みにおけるツーリズム

以上をふまえ、本項においては、三重県宮川流域、宮

川村の事例に基づき、地域振興に関わる計画、その中で

のツーリズムの位置づけ、役割を具体的に把握し、地域

振興への実際の取り組みにおいてツーリズムが関わりを

もつ点を明確にするとともに、それを基に、地域振興を

推進していくための課題に関して検討を行う。

1．三重県宮川流域における計画

宮川は、全国有数の清流として知られ、三重県最大の

流域面積 920 km2、流路延長 90.7 km をもつ一級河川

であり、県南西部を源流とし、県南部を横断して伊勢湾

へ流れている。宮川流域は、宮川村、大宮町、紀勢町、

大内山村（以上、上流部）、多気町、大台町、勢和村、

玉城町、度会町（以上、中流部）、伊勢市、明和町、二

見町、小俣町、御薗村（以上、下流部）の 14市町村に

関わり、源流部は吉野熊野国立公園、上流部から中流部

にかけては奥伊勢宮川峡県立自然公園、下流部は伊勢志

摩国立公園に指定されており、優れた自然景観、希少な

動植物が生息、生育する貴重な自然環境を有している

（三重県（1998、1999 a））。

大阪明浄大学紀要第 2号（2002年 3月） ７５７５



宮川流域では、宮川総合開発事業（1951年事業計画）

によりダム、長発電所（1954年完成）、宮川第一、第二

発電所（1957年、1958年完成）が建設され、その後、

宮川第三発電所（1962年完成）、三瀬谷発電所（1967

年完成）の建設、宮川用水事業（1978年度完成）等に

より、治水、発電、資源開発、工業用水、農業用水確保

のための地域開発、地域整備が進められてきた（三重県

（1960、1999 a））。しかし、近年、上流部を中心に、産業

の低迷、過疎化、高齢化が進む中で11）、環境問題、地

域振興等の課題に対し、宮川流域を対象に、総合的、一

体的な取り組みを行う流域圏づくりのモデルケースにふ

さわしい地域として、「宮川流域ルネッサンス・ビジョ

ン・基本計画」、「宮川流域ルネッサンス事業第 1次実

施計画」が策定された（三重県（1999 a、1999 b））。そこ

では、地域振興に関わる課題として、①中上流部に核と

なる観光施設や宿泊施設がなく、流域内での施設間の連

携もないため、観光客が通過しており、施設の個性化と

連携により、流域の自然環境を活かした都市との交流を

推進する必要があること、②下流域は、まちなみや伝統

産業等、住民生活に根ざした歴史的資源を市街地の新し

い魅力に高めていく必要があること、の 2点を提示

し、ツーリズムとの関わりを中心に第 2表に示すよう

な計画内容となっている。

計画においては、ルネッサンス事業を象徴する事業と

して、共生、連携、協働に対応した 3つのシンボル・

プロジェクトが位置づけられているが、そのうちの 2

つが、奥伊勢フィールド・ミュージアム計画の推進、流

域エコネットの構築であり、いずれも第 2表で抽出し

たツーリズムに関わる事業である。前者は、奥伊勢に存

在する希少動植物、貴重な自然環境を保全し、人間の生

活との関わりを地域の生活者の視点で見聞き、体験する

フィールド・ミュージアムであり、後者は、環境 NPO

等、流域の保全・交流活動の拠点となる流域沿いの施設

及び流域の個性を際立たせる歴史文化の拠点を結びつ

け、環境ボランティアの育成や NPO 活動の推進（支

援）等、環境保全を基本とした流域ネットワーク（流域

エコネット）として全国に情報発信していく事業であ

る。

他方、環境保全については、「流域環境保全モデル総

合対策事業 流域環境保全モデル計画（宮川流域）」（三

重県（1998））において、総合計画、上記「宮川ルネッサ

ンス事業」、既存の農林水産公共事業との整合を図りつ

つ、流域の環境保全に直接関与する事業を推進する他、

これまで取り組まなかった分野について、既存事業の活

用や新たな事業制度の検討を行うとしている。計画にお

いては、①排出負荷の低減、②水の有効利用、③生態系

の回復、④地場産業の育成、が目的となっているが、ツ

ーリズムに関して、③では、方向性のひとつとして親水

空間の整備を挙げ、対策手法として環境保全施設の整

備、具体的手法として多自然型親水施設の設置、また、

④では、方向性のひとつとして産業の活性化を挙げ、対

策手法として集客交流施策の推進、具体的手法として観

光・体験型農林漁場の整備、流域遊歩道の整備を示して

いる。

特に、観光・体験型農林漁場の整備では、休耕田等を

利用した体験農場の整備、漁業体験が可能な漁船等のレ

クリエーション施設の整備、のりや材木といった生産物

の加工体験ができるような工場の整備等を行うととも

に、これらの施設が有機的に結合できるような交流集客

施設を整備し、青空市や収穫祭等を開催することによっ

て、土地の有効活用と地域の交流、産業の活性化を行

う、また、流域遊歩道の整備（新規事業）では、上流域

から下流域まで宮川の水音を聞き中山間地域の豊かな緑

にふれ巡る、徒歩ないしは自転車での移動を前提とし、

拠点ごとに既存の施設や公園を組み込み、流域を結ぶ遊

歩道の整備を行うとしている。

以上のことから、宮川流域の地域振興に関わる計画を

基にすると、自然環境保全を基本とするツーリズムにつ

いて、ツーリズムの対象として自然環境と直接関わりを

もつフィールド・ミュージアム、エコミュージアム、エ

コツーリズム、それらの推進に必要な施設整備、人材育

成といった側面、また、歴史・文化資源の保全・再生、

教育・学習がもたらす効果が地域づくりへの繋がりを形

成していく側面、さらには、都市との交流、集客、産業

振興の促進、そのための拠点施設整備を促すような範囲

へと拡大していく側面、といった各側面において位置づ

け、ツーリズムの機能、効果を高めていくことが重要と

言える。この場合、宮川流域において、流域という地域

全域を視野に入れた資源活用の方法、資源・施設間ネッ

トワーク、人的ネットワーク形成が重視されるように、

地域特性に応じた広域的取り組みが有効性をもつ仕組み

を組み込む必要がある。また、環境保全との関連では、

環境保全の視点に直接基づいた産業振興という側面を重

視し、それに効果を及ぼす手法としてツーリズムを活用

することによって、環境保全、産業振興両面に寄与する

ための方法を構築することが重要と考えられる。
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2．宮川村における取り組み

宮川の源流部、上流部に位置する宮川村は、全域が吉

野熊野国立公園、奥伊勢宮川峡県立自然公園に指定さ

れ、大台ケ原、大杉谷渓谷等優れた自然環境を有してい

るが、人口減少、高齢化が進み、地域活力の低下が懸念

されている。

過疎化の背景にある宮川ダム、三瀬谷ダム建設がもた

らした環境への影響をふまえながら、地域振興に向け

て、自然の無計画な破壊ではなく活用し、生かしていく

こと、田畑、農地の流動化の促進、農業の経営規模拡

大、道路交通整備、観光における大杉谷渓谷の活用、水

資源を活用した淡水魚等の特産品開発等が重要であるが

第 2表 宮川流域ルネッサンス事業の基本・実施計画におけるツーリズムとの関わり

Ⅰ．計画の対象と考え方（枠組み）
1．目標年度：新しい総合計画「三重のくにづくり宣言」と同じ 2010年を目標とする。
2．策定内容：施策例の内容を具体化し、事業主体、実施時期、実施地域等によって整理する。
3．行政が行うものに限定しない。

Ⅱ．2010年の宮川流域像～流域再生の一里塚～
1．多様な生物の生息環境 2．山から海に至る緑のネットワーク 3．「日本一の清流・宮川」 4．豊かな流量が回復
5．個性を生かした河川環境の整理 6．水の文化、森の文化 7．魅力ある流域としての関心の高まり
8．環境に配慮した暮らしと産業

Ⅲ．施策の方向性：ビジョン
1．多様な生物が生きる環境づくり 2．貴重な自然、身近な自然の保全と活用 3．森林、農地など「緑のダム」の適正な
保全・管理 4．河川・沿岸域の景観づくり 5．良好な水質の確保 6．適正な水利用と流量の回復 7．流域の安全
の確保 8．水とのふれあい空間の創造 9．学校教育、家庭及び地域での学習活動の充実 10．水の文化、森の文化の
提示・創造 11．環境保全意識、清流意識の醸成 12．動植物とのふれあい空間の創造・演出 13．自然環境保全型の
集客交流施策の推進 14．流域の自然環境を対象とした科学技術の推進 15．地域産業の育成 16．流域圏の推進体制
の確立

Ⅳ．ツーリズムに関わる基本・実施計画
1．水とのふれあい空間の創造
①漕艇場、カヌー場等の整備

a．奥伊勢湖周辺の施設整備構想、b．カヌー発着場の整備とイベント開催
②水面活用のルールづくり

a．プレジャーボートの係留・保管場所の検討
2．学校教育、家庭及び地域での学習活動の充実
①“学ぼう！清流宮川”～流域資源の再認識～

a．流域体験ツアーの実施、b．子供野外塾など各種教室開催事業、c．自然体験ハウスの整備
②歴史・文化資産の掘り起こし

a．流域の歴史・文化資産の調査とサイン整備、b．歴史・文化モデルコースの設定、c．ウォークの実施
3．水の文化、森の文化の提示・創造
①奥伊勢フィールド・ミュージアム計画の推進

a．エコ・サイトモデル整備事業、b．宮川村エコ・エリア構想（大杉エコ・ビレッジ、薗エコ・ビレッジ）、
c．全体計画推進のための検討、d．全流域エコミュージアム化の検討

②川の運んだ文化を感じさせる川辺の再生
a．桜の渡し跡整備事業（「水辺の楽校」プロジェクト）の実施、b．歴史的な渡し跡の整備、c．河崎歴史文化交流拠点構想

③「清流宮川」ここにあり！～流域内外との交流促進～
a．森と水を守るフォーラムの開催、b．全国宮川サミットの開催、c．神島、答志島や三浦湾と宮川流域との交流

4．動植物とのふれあい空間の創造・演出
①県民に開かれた森林（自然観察林）の整備

a．森林空間総合整備事業、b．県民に開かれた森林整備の検討
②昆虫や水生生物と親しめる場づくり

a．「昆虫の森」の整備（大宮町）、b．桜の渡し跡整備事業（「水辺の楽校」プロジェクト）の実施（再掲）
③奥伊勢フィールド・ミュージアム計画の推進（再掲）

a．エコ・サイトモデル整備事業（再掲）、b．流域案内人の養成
5．自然環境保全型の集客交流施策の推進
①「宮川をメジャーに！」～全国・世界への情報発信～

a．流域圏シンポジウムの開催、b．ホームページの開設、c．住民サイドの都市との交流支援、d．流域写真集、
e．流域イラストマップ等の発刊、f．エコツーリズムのルート整備の検討

②流域ぐるみのビジターズ・インダストリーの推進
a．グリーン＆マリンツーリズムを通じた集客交流の推進、b．近畿自然歩道の整備、c．宮川沿岸道路休憩施設整備事業、
d．流域案内板の設置と CI、e．遊魚による地域振興のための実態把握

③環境・交流・教育・健康福祉等の機能を持つ拠点の整備
a．産業文化センターと子供王国整備計画（大台町）、b．健康ふれあいの郷整備計画（大台町）、
c．大内山川リバーサイド計画（紀勢町）、d．大平つつじ山周辺ふれあいリゾート計画（紀勢町）、
e．のびのびパーク天啓健康村構想（多紀町）

④流域エコネットの構築（宮川流域版「川の駅」（仮称）整備構想）

注）表中「IV」については、上記ビジョンに対応する基本・実施計画から抽出。
資料：三重県（1999 a、1999 b）を基に作成。

大阪明浄大学紀要第 2号（2002年 3月） ７７７７



第 3表 宮川村における第三セクター及びその他の団体

名 称 内 容

1．第三セクター
（1）㈱フォレストファ

イターズ（森の勇
士たち）

（2）㈱エム・エス・ビ
ー

（3）㈱宮川物産

（4）㈱宮川村観光振興
公社

2．その他の団体
（1）㈲森と水を守る会

（2）㈱宮川村観光振興
公社ふるさとプラ
ザもみじ館

①設立年月日 1993年 10月 1日
②資本金

2,000万円（構成員：宮川村 1,550万円、宮川森林組合 200万円、多紀郡農業協同組合 50万円、林業関
係者（法人・個人 23名）200万円）
③設備概要
機械保管倉庫、人員輸送車、林内作業車、集材機、8 t トラック、事務所、木工作業所

④社員数 12名 ⑤売上額等（2000年度） 山林 7,218.6万円
⑥業務内容
造林・材木の育成、木材及び農林産物の生産・加工・販売、農林業・土木工事、緑化（景観整備）事業他

⑦その他（特徴等）
社員待遇への配慮、「林業白書」への掲載、ふるさと創生資金に一般財源を加え、農林業後継者育成基金

を設置した。将来は、その果実により、セクターの運営補助をしていく。
①設立年月日 1993年 7月 30日
②資本金

3,000万円（構成員：宮川村 1,600万円、三交ホーム㈱1,220万円、宮川森林組合 150万円、諸戸林産㈱
10万円、伊勢産業㈱10万円、三重産業㈱10万円）
③設備概要
建物：管理棟、加工棟、保管棟 機械：プレカット加工機、6軸加工モルダー、超仕上プレナー、羽柄

材加工機
④社員数 12名 パート 2名 ⑤事業費等 56,088万円
⑥補助事業名
産地形成型林業構造改善事業、景気対策臨時緊急特別林構（1998年度）

⑦売上額等（2000年度） 29,588.5万円
⑧業務内容
木材・建材の加工及び販売、木造住宅建築の設計・施工、関連のある一切の業務

⑨その他（特徴等）
宮川流域の木材需要の拡大を図るため、川上と川下が一体となった産地化を目指す。

①設立年月日 1994年 4月 1日
②資本金

2,000万円（構成員：宮川村 1,700万円、多紀郡農業協同組合 200万円、宮川森林組合 50万円、宮川上
流漁業協同組合 30万円、宮川村商工会 20万円）
③設備概要
建物、熱水噴流式調理殺菌機、野菜洗浄機、金属検出機、各種食品加工機

④社員数 3名 パート 5名 ⑤事業費等 8,252.1万円
⑥補助事業名
転作促進特別対策事業、三重の中山間リフレッシュ事業（1998年度）、生活創造圏事業（1999年度）

⑦売上額等（2000年度） 5,523万円 ⑧業務内容 惣菜加工製造販売
⑨その他（特徴等）

1982年度に施設を整備し、宮川農協が運営を行ってきたが、1994年 3月農協から買い受け第三セクター
を設立した。
①設立年月日 1996年 7月 30日
②資本金

7,960万円（構成員：宮川村 4,000万円、他 56名（社））
③設備概要
宮川山荘 客室（収容人数（以下同様）47名）、自然食レストラン（56名）、交流会場（80名）、コミュ

ニケーションルーム（20名）、大浴場（20名）
④社員数 12名 パート 34名 ⑤事業費等 209,078.4万円
⑥補助事業名
山村振興特別対策事業他

⑦売上額等（2000年度） 22,619.6万円
⑧業務内容
宿泊施設の経営、料理・飲食店・売店の経営、温泉浴場の経営、農林水産物の生産・加工及び販売

⑨その他（特徴等）
都市住民との交流促進の拠点施設「奥伊勢フォレストピア」の管理運営にあたる。

①設立年度 1994年度 ②資本金 1,000万円 ③従業員数 社員 3名 パート 1名
④売上額（2000年度） 5,865万円 ⑤業務内容 ナチュラルウォーター製造販売
⑥補助対象事業 特用林産産地化形成事業
①設立年度 1993年度 ②資本金 なし ③従業員数 社員 1名 パート 2名
④売上額（2000年度） 3,026万円 ⑤業務内容 観光情報の提供、特産品の販売・製造、喫茶
⑥補助対象事業 間伐利用拡大施設整備促進事業

資料：宮川村資料（2001年 4月）を基に作成。
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（宮川村史編さん委員会（1994））、近年においては、産業振

興、ツーリズムに関わる地域主体の取り組みが行われて

いる。その推進主体に関しては、第三セクターや地域づ

くりを担う団体が設立され、それらが地域振興、産業振

興において積極的な活動を行っている（第 3表）。

例えば、産業振興については、㈱フォレストファイタ

ーズが農林業振興、後継者育成、㈱エム・エス・ビーが

木材・建材の加工及び販売等、㈱宮川物産が特産品の開

発、加工・販売を各々行い、ツーリズムについては、㈱

宮川村観光振興公社が、宿泊、集会・交流、飲食・物販

機能をもつ宮川山荘やスポーツ施設、体験工房、体験農

園からなる施設（「奥伊勢フォレストピア」、1997年オ

ープン）を管理運営している。また、宮川の水を資源と

して活かすため、㈲森と水を守る会がミネラルウォータ

ーの商品化、販売を行い、㈱宮川村観光振興公社が管理

運営する「ふるさとプラザもみじ館」は、観光情報の提

供、特産品の販売等を行っている。これらの他に、環境

保全については、「宮川と共に生きる会」における活動

により、宮川流域一体における広域的取り組みを行って

いる。

また、地域住民の参画に関しては、例えば、上記㈲森

と水を守る会は地元の若者たちの熱意によって発足した

経緯があり、また、「奥伊勢フォレストピア」の体験工

房については、地域住民から構成される「いきいき夢倶

楽部」が発足し、その会員が交流を図るとともに体験工

房の運営を担っている。

さらに、交流、集客に関しては、地域資源に関わる

様々なイベントが年間を通じて行われている。農林業、

物産、自然環境に関わる祭り、ネイチャースクール、自

然観察会、自然体験ツアー、コンサート等幅広い内容の

イベントを数多く行うことにより12）、多様な属性に対

する地域魅力を高め、都市、他地域との交流、集客を促

している。

以上に基づくと、地域振興への取り組みにおいて、①

宮川村、地域住民各々及び両者の連携による施設整備・

運営、推進主体の形成といった内発的な推進、②産業振

興に関しては、地域資源を活用した事業を行う第三セク

ターにおける域外資本との連携13）、③環境保全に関し

ては、地域が主体性をもちつつ広域的な取り組みへの展

開、施設利用、④事業推進に寄与する交流、集客に関し

ては、地域資源に基づくイベント企画、実施等のソフト

面での工夫、といった要因が相互に関係することによ

り、地域が主体性をもった地域振興の推進、それに及ぼ

す効果を相乗的に高めていくことが可能と考えられる。

この場合、ツーリズムについては、まちづくりとして

の観光開発の意義（東、1998）をふまえ、地域振興を担

う主体形成、施設整備・運営、そこへの地域住民の参

画14）、交流、集客におけるソフト面の取り組みにおい

て、横断的に重要な柱として位置づけること、さらに、

産業振興、環境保全、地域づくりに直接寄与し、また、

それらを統合できる機能を重視することにより、地域振

興策としてのツーリズムの内容をより具体化し、計画段

階から実施段階へと展開していくことが不可欠である。

また、流域の環境保護、森林再生・環境保護に関し

て、①国家や地方自治体による、水源税等を財源とする

直接所得補償等による助成、②地域住民（農林家）の参

加による組織内内発力の発揮、③都市との交流、市民参

加による連携の強化、といった対策の必要性（依光

（2001））、零細小規模の農業経営しか成立しない、生産

条件がきわめて不利な山間農業地域において、農家への

直接所得補償措置を講じる政策の必要性（石井（1996））

をふまえると、ツーリズムに関わる地域振興において

は、持続可能性の実現、内発的発展の促進を基本的視点

に据え、ツーリズム推進に関わる主体、あるいは、産業

活動に対する支援措置について、地域特性、地域におい

てツーリズムがもつ機能、地域に与える影響（地域住民

の生活、雇用、産業立地及び立地環境等の側面）に応じ

たかたちで具体的に検討することが重要な課題となる。

V．お わ り に

本稿においては、ツーリズム計画における持続可能性

との関連に関する論点及び課題について言及し、それを

ふまえた計画への展開に関して、地域振興に及ぼす効果

を重視しつつ検討を行った。次いで、ツーリズムと環境

との相互関係、地域振興の推進といった 2つの視点を

基に、ツーリズム計画に関する課題について示し、それ

をふまえて、三重県宮川流域の事例に基づき、地域振興

に関わる計画において、自然環境と直接関わりをもつ側

面、地域づくりへの繋がりを形成していく側面、都市と

の交流、集客、産業振興、そのための拠点施設整備を促

すような範囲へと拡大していく側面においてツーリズム

をとらえた。さらに、宮川村における地域振興への実際

の取り組みについて、地域主体、地域住民の参画、交

流、集客といった点でツーリズムとの関わりを示し、地

域振興に向けての主体形成、産業振興、環境保全等に関

わる課題に関して検討を行った。

これを基に、今後は、ツーリズムが地域振興に及ぼす
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効果について、地域振興を担う主体、活動間の機能的な

関係を基に明確にし、それをふまえ、産業振興、環境保

全、地域づくりと関連させつつ、ツーリズムによる地域

振興を推進するための方策を具体化していく必要があ

る。

注
１）前稿では、エコツーリズムと地域振興との関わりにお

いて、自然保護活動が促す地域住民主体の地域づくり
への効果、広域ツーリズムの一環としての機能強化が
促す地域振興への効果（森（2001））、また、エコツ
ーリズムが地域振興策という実践的段階において地域
に及ぼす効果（森（2002））に関して検討を行った。

２）ツーリズム計画という場合、ツーリズムの目的、形
態、内容、方法等を直接対象とする、ツーリズム自体
の具体的な計画づくりを包含することになるが
（Inskeep, E.（1991））、本稿においては、地域振興に
及ぼす効果を重視することから、ツーリズムが地域振
興策、地域計画において意義をもち、それらの策定、
実施において地域との関わりをもつ側面を主な対象と
する。また、それに関する既往研究については、本稿
の各項において論点ごとに取り上げ、言及することに
する。

３）持続可能な観光について、例えば、西岡（1996）
は、「環境を保護または育成しつつ行う観光または観
光開発であって、このことによって、環境は持続可能
となり、また観光もそうでない場合に比べて（他の事
情を一定とすれば）より持続性を示しうる。」とし、
注意すべきこととして、ある地域的範囲での環境が重
要となること、また人文的または文化的資源も重要と
なること、を指摘している。また、東（1999）は、
持続可能な観光の含意を示す中で、①持続可能な観光
は、環境保全の枠組みの中で行われる観光開発によ
り、持続可能な地域発展の実現に結びつくものである
こと、②観光－地域発展－環境は相互依存関係にあ
り、それらの均衡ある関係の構築に向けて、観光客、
観光産業、行政、住民が、各々自らの果たすべき役割
・責任を自覚し、相互に協力しあう必要があること、
③持続可能な観光に向けた取り組みは、エコツーリズ
ム等環境志向がビルトインされた新しい観光形態の普
及・拡大、これまでの観光のメインストリームを支え
てきたシステムに環境配慮を組み込むことによるシス
テムのリフォームの「二つの途」を通じて実践される
こと、等を示す。地域振興においては、こうした定
義、理念としての意味をふまえ、ツーリズムの実施段
階における具体的な効果、インパクトに及ぶ範囲を含
め、地域における持続可能性の具体的内容、それを実
現するための方法を基本的な視点として重視する必要
がある。

４）この点に関連して、持続可能な観光は、ビジターの満

足、コミュニティによる支持、資源環境、投資報酬の
4点を基軸に骨格が形成されること、持続可能な観光
開発を基盤とした新しい観光研究に関して、観光イン
パクト分析とその対策、地域コミュニティによる政策
決定と管理、観光教育、良好なビジター・マネジメン
ト等を重要とする指摘がある（田原（1998、1999））。

５）持続可能性の尺度、指標に関する有効性ついて、Man-
ning, T．（1999）は、①持続可能性の指標の利用は、
デスティネーションの計画とマネジメントへのより包
括的なアプローチの一部であり、コミュニティ、資
源、ツーリズム産業の統合を進めることを意図する、
②指標を用いることにより、より多くの情報に基づく
決定プロセスをサポートする環境、社会、経済的要因
に対する効果的なモニタリングを生み出すとともに、
こうした情報により、一般的な水準の確立に繋がるこ
とが期待される、とする。他方、持続可能な開発と持
続可能なツーリズムの概念規定は困難であるが、発展
過程に異なった見方をもつ場合が多い様々なステーク
ホルダー間の対話を発展させるための重要な共通の基
盤を提供すること、また、持続可能なツーリズム開発
の目標に向かう進展、あるいは、そうした目標から離
れる動きの尺度となる指標の開発が重要であるとする
見解がある（Milne, S. S．（1998））。

６）持続可能性に関する地理学的な観点では、こうした地
域特性に応じたとらえ方がある一方、多様性、フロー
（自然－社会、空間的、時間的）、スケール、ビジュア
ル化の 4点を重視するとらえ方がある（Wilbanks, T.
J．（1994））。また、ツーリズムの生産システムを構
成する主要なエージェントの構造、組織、エージェン
トのコーディネーターとして中核的な役割を担う政府
に注目する場合（Ioannides, D．（1995））について
も、持続可能性との関連は必須の検討課題である。

７）こうした点について、Redclift, M．（1992）は、①持
続可能な開発に関する議論には、自然資源の持続可能
性に関する場合、現在、あるいは、将来における生
産、消費の水準に関する場合、の 2つの論点がある
が、そこにはしばしば混乱が見られること、②持続可
能な開発を実現する方法に関する見解に著しい相違が
あること、を指摘し、持続可能性を実現するために必
要な国際的な政策等を考えるために、持続可能性の異
なった次元を個別に検討する必要があるとする。

８）脇田（1996）は、観光・経済開発と自然のフィード
バックを重視しつつ、景観的調和、生態的均衡をふま
えた地方における観光開発のパラダイムを提示してい
る。本稿では、持続可能性実現において形成されるべ
きツーリズムと環境との関係の内容、特性に着目して
検討を行う。

９）Buckley, R．（1996）は、これをふまえ、ツーリズム
を持続可能にするためには、業界団体を構成する個々
の企業、政府のツーリズム関連部局が、外部へ、ある
いは、内部における環境に関する研究開発支出を増や
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す必要があることを指摘している。
１０）この考え方は、地域レベルのツーリズムに関して、小

規模ビジネスにおいて持続可能な活動に携わる意思が
あるにもかかわらず、ツーリズム・ビジネスに携わる
事業では、持続可能性の概念をほとんど理解していな
いこと、曖昧な理念が事業実施へ容易に取り込まれな
いこと、また、持続可能なツーリズムの実施には数多
くの障害があるが、政策及びその実施に対するシニカ
ルな態度が、地域レベルにおける小規模事業としての
持続可能なツーリズムの実施に対して大きな障害とな
っていること（Berry, S. and Ladkin, A．（1997））
といった問題に対する方策にも繋がる点で重要と考え
られる。

１１）宮川流域上流部町村の人口増加率（1995～2000年）
は、宮川村－2.8％、大宮町－5.0％、紀勢町－6.7
％、大内山村 0.9％（三重県 0.9％）であり、また、
老年人口比率（2000年）は、宮川村 37.4％、大宮町

28.3％、紀勢町 32.3％、大内山村 33.7％（三重県
18.9％）となっている（いずれも国勢調査に基づく人
口）。

１２）2001年度には 30以上のイベントが実施、予定されて
いる（宮川村資料による）。

１３）農業に関しては、持続可能な地域発展のための地域政
策について、中山間地域政策における農地保全の場
合、中山間地域で農地保全が必要であるとすれば、兼
業機会が多く、農業の担い手が不足している我が国で
は、第三セクターによる農地保全が有効であるとする
指摘がある（石原（2001））。

１４）地域における観光事業推進については、基本計画の策
定とともに住民が計画づくりに参加する仕組みが重要
であり（溝尾（1994））、地域の主体性を高め、計画
実現に結びつく参加の方法、それに基づく推進主体形
成等実施段階へと繋がる課題との関連で計画をとらえ
ていく必要があると考えられる。
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